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本⼈や
家族等※と
⼗分に話し
合う

本⼈や
家族等※と
⼗分に話し
合う

本⼈の意思が
確認できる

本⼈と医療・ケアチームとの合意
形成に向けた⼗分な話し合いを踏
まえた、本⼈の意思決定が基本

・⼼⾝の状態等により医療・
ケア内容の決定が困難

・家族等※の中で意⾒が
まとまらないなどの場合

→複数の専⾨家で構成する
話し合いの場を設置し、
⽅針の検討や助⾔

本⼈の推定意思を尊重し、
本⼈にとって最善の⽅針をとる

本⼈にとって最善の⽅針を
医療・ケアチームで慎重に判断

「⼈⽣の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
意思決定⽀援や⽅針決定の流れ（イメージ図） （平成30年版）

⼈⽣の最終段階における医療・ケアについては、医師等の医療従事者から本⼈・家族等へ適切な情報の提供と説明がなされた上で、
介護従事者を含む多専⾨職種からなる医療・ケアチームと⼗分な話し合いを⾏い、本⼈の意思決定を基本として進めること。

本⼈の⼈⽣
観や価値観
等、できる
限り把握

本⼈の⼈⽣
観や価値観
等、できる
限り把握

･家族等※が本⼈の
意思を推定できる

主なポイント

･家族等※が本⼈の
意思を推定できない
･家族がいない

本⼈の意思が
確認できない話し合った

内容を都度
⽂書にまと
め共有

話し合った
内容を都度
⽂書にまと
め共有

※本⼈が⾃らの意思を伝えられない状態になる可能性があることから、話し合いに先⽴ち
特定の家族等を⾃らの意思を推定する者として前もって定めておくことが重要である。

※家族等には広い範囲の⼈(親しい友⼈等)を含み、複数⼈存在することも考えられる。

⼼⾝の状態に応じて意思は変化しうるため
繰り返し話し合うこと

⼈⽣の最終段階における
医療・ケアの⽅針決定

厚生労働省作成資料
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関係法令

○消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）

（消防の任務）

第一条 消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及
び財産を火災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除
し、及びこれらの災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病
者の搬送を適切に行うことを任務とする。

○消防法（昭和２３年法律第１８６号）

第一条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、
身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害に
よる被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、
もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的
とする。
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関係法令
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○消防法

第二条 この法律の用語は左の例による。

②～⑧ 略

⑨ 救急業務とは、災害により生じた事故若しくは屋外若しくは公衆の出入す
る場所において生じた事故（以下この項において「災害による事故等」とい
う。）又は政令で定める場合における災害による事故等に準ずる事故その他
の事由で政令で定めるものによる傷病者のうち、医療機関その他の場所へ緊
急に搬送する必要があるものを、救急隊によつて、医療機関（厚生労働省令
で定める医療機関をいう。第七章の二において同じ。）その他の場所に搬送
すること（傷病者が医師の管理下に置かれるまでの間において、緊急やむを
得ないものとして、応急の手当を行うことを含む。）をいう。

○消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）

（災害による事故等に準ずる事故その他の事由の範囲等）

第四十二条 法第二条第九項の災害による事故等に準ずる事故その他の事由で
政令で定めるものは、屋内において生じた事故又は生命に危険を及ぼし、若
しくは著しく悪化するおそれがあると認められる症状を示す疾病とし、同項
の政令で定める場合は、当該事故その他の事由による傷病者を医療機関その
他の場所に迅速に搬送するための適当な手段がない場合とする。



関係法令
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○消防法

第三十五条の五 都道府県は、消防機関による救急業務としての傷病者（第二条第
九項に規定する傷病者をいう。以下この章において同じ。）の搬送（以下この章
において「傷病者の搬送」という。）及び医療機関による当該傷病者の受入れ
（以下この章において「傷病者の受入れ」という。）の迅速かつ適切な実施を図
るため、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準（以下この章にお
いて「実施基準」という。）を定めなければならない。

②・③ 略

④ 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、第三十五条の八第一項に
規定する協議会の意見を聴かなければならない。

⑤・⑥ 略

第三十五条の七 消防機関は、傷病者の搬送に当たつては、実施基準を遵守しなけ
ればならない。

② 医療機関は、傷病者の受入れに当たつては、実施基準を尊重するよう努めるも
のとする。

第三十五条の八 都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病
者の搬送及び傷病者の受入れの実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下こ
の条において「協議会」という。）を組織するものとする。

②～④ 略



関係法令
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○救急業務実施基準（昭和３９年自消甲教発第６号）

（搬送を拒んだ者の取扱い）

第十七条 隊員及び准隊員は、救急業務の実施に際し、傷病者又はその関係者が搬
送を拒んだ場合は、これを搬送しないものとする。

（死亡者の取扱い）

第十九条 隊員及び准隊員は、傷病者が明らかに死亡している場合又は医師が死亡
していると診断した場合は、これを搬送しないものとする。

○救急隊員及び准救急隊員の行う応急処置等の基準（昭和５３年消防庁告示第２
号）

（応急処置を行う場合)

第三条 隊員は、傷病者を医療機関その他の場所に収容し、又は救急現場に医師が
到着し、傷病者が医師の管理下に置かれるまでの間において、傷病者の状態その
他の条件から応急処置を施さなければその生命が危険であり、又はその症状が悪
化する恐れがあると認められる場合に応急処置を行うものとする。



死因の種類
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死亡診断書（死体検案書）において、
「病死及び自然死」以外の死因の種類として、

外因死

不詳の死

が挙げられている。（医師法施行規則（昭和23年厚生省令第47号）第4号書式）

〇不慮の外因死:
交通事故、転倒・転落、溺水、煙・火災及び火焔による傷害、
窒息、中毒

〇その他及び不詳の外因死:
自殺、他殺、その他及び不詳の外因



救急業務実施基準第１７条の傷病者の「関係者」について
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（搬送を拒んだ者の取扱い）
第十七条 隊員及び准隊員は、救急業務の実施に際し、傷病
者又はその関係者が搬送を拒んだ場合は、これを搬送しな
いものとする。

その関係者とは、傷病者の関係者のことであり、具体的には
親と子、先生と生徒との関係のように、傷病者が的確な意思
表示を欠く場合に、責任ある行動をとることができる人をさす
ものである。

※「救急業務実施基準」の解説（その八）（近代消防（1982年11月号））



不搬送の場合の一般的な対応

88

本人又はそ
の関係者が
搬送を拒否

① 搬送を拒んだ者の取扱い

搬送拒否同意書に
本人又はその関係者が署名

※搬送拒否があった場合でも、傷病者及び家族等の了解を得て容態観察
を行う。
また、観察結果から異常が疑われる場合又は発生機序等によっては、時

間とともに容態悪化も考えられるので医療機関での診察の必要性を伝える。

救急隊退去

② 明らかに死亡している場合

明らかな死亡
〇頸部又は体幹部が離断
〇死後硬直が起こっている
〇死斑の状況から一見して

判断される 等

警察に通報 警察に引継ぎ

救急隊退去

警察
調査・
検視等

死体
検案書



心肺蘇生の中止等の場合における医師への引継ぎと搬送の一般的な流れ

9

か
か
り
つ
け
医
等
に
連
絡

心
肺
蘇
生
を
中
止
等
し
て
、

か
か
り
つ
け
医
等
の
医
療

機
関
（
連
携
し
て
い
る
医

療
機
関
を
含
む
。
）
へ
搬
送

の
指
示

か
か
り
つ
け
医
等

に
よ
る
死
亡
診
断

救急隊退去

か
か
り
つ
け
医
等

な
ど
に
引
継
ぎ

かかりつけ医等が
現場に到着

か
か
り
つ
け
医
等
か
ら
心

肺
蘇
生
の
中
止
等
の
指
示

と
と
も
に
、
現
場
に
向
か

う
旨
の
連
絡

か
か
り
つ
け
医
等
の

医
療
機
関
へ
搬
送

か
か
り
つ
け
医
等
な

ど
に
よ
る
死
亡
診
断

※ かかりつけ医等に連絡がつかない場合やかかりつけ医等が判断できない場合がある



心肺機能停止傷病者をかかりつけ医（主治医）の医療機関以外に搬送し、死亡した場合の例
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